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※この資料は「決算説明会資料」を一部抜粋したものです。
※決算資料も併せてご参照下さい。

将来の見通しの記述について
このレポートに記載されているJR東日本グループの現在の計画、戦略、確信などのうち、過去の事実以外のものはJR
東日本グループの将来の業績に関する見通しの記述であり、現在入手可能な情報に基づく経営陣の仮定と確信に基
づくものであります。これらの将来見通しの記述は、既に知られているリスク、知られていないリスクや不確かさ、その
他の要因などを含み、JR東日本グループの実際の経営成績、業績などはこのレポートに記載した見通しとは大きく異
なる結果となる可能性があります。これらの要因には以下のようなものなどが含まれます。
①鉄道事業の現在の利用者数を維持または増加させるJR東日本グループの能力、②鉄道事業その他の事業の収益
性を改善するJR東日本グループの能力、③鉄道事業以外の事業を拡大するJR東日本グループの能力、④日本全体
の経済情勢や法規制、日本政府の政策など。

お問合せ先： 財務部 資金調達グループ bond@jreast.co.jp



34注1） ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ＝営業キャッシュ・フロー÷利息の支払額
注2） 債務償還年数＝有利子負債÷営業キャッシュ・フロー
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注) 連結キャッシュ・フロー計算書の「有形・無形固定資産の売却による収入」
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※ 鉄道施設購入長期未払金の内訳

（＊）「新幹線鉄道に係る鉄道施設の譲渡等に関する法律施行令」第１条の、それぞれ第１号、２号、３号に規定されていることによる通称
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連結長期債務の内訳（2006年3月末）

長期債務の構成
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注 １） 見込額は2006年3月末現在。

２） 新幹線１号債務の早期償還額は予定額（2008年3月期以降については未定）

債務の償還見込み
債券投資家向け追加資料
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39注 ： 2006年3月31日現在

（単位：億円） 社債償還額推移（単体）

社債の償還見込み
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（注）利払日は原則として８月および２月の２５日

2025.9.192005.10.20+10bp2.118％99.88円2.11％200億円2042

2020.12.182005.12.12+9bp1.866％99.92円1.86%150億円1543

2015.9.182005.10.20+8bp1.561％99.99円1.56％200億円1041

2011.12.202005.10.20+6bp1.041％99.99円1.04％250億円640

2025.6.202005.7.26 +11bp2.053％99.95円2.05％150億円2039

2011.9.202005.7.26+6bp0.713％99.98円0.71％150億円638

JGB
スプレッド

応募者

利回り

クーポン発行額 償還日発行日発行価格年限回号

2005年度の社債発行実績
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2036.1.252006.1.2599.61％4.5％503億円※30第1回ユーロ・ポンド建普通社債

償還日発行日発行価格クーポン発行額年限名称

※2億5,000万ポンド
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AA＋／安定的AA－／安定的Aa2／安定的
•鉄道技術力は極めて高い。

•キャッシュフロー重視の経営姿勢。

•鉄道に比べ、事業リスクが高い関
連事業のウエートが低い。

•営業エリアに首都圏を抱えるなど
鉄道収入の安定度合いが相対的に
高い。

(2006年1月）

•柱の鉄道事業は東日本全域を営業
区域としており、比較的安定した旅客
輸送量が引き続き見込まれる。

•総括原価方式による運賃設定が認め
られており、収益力が安定している。

•有利子負債は高水準だが、着実に減
少しており、今後も負債の削減がすす
むと予想され、負債・資本構成は引き
続き改善する見通し。

(2005年10月）

•強固な営業基盤に基づく安定した事
業キャッシュフロー。

•日本の経済・運輸政策において重要
な位置付けがなされている。

•継続的に債務削減を進めており、財
務の柔軟性が維持されている。

•債務依存度の高い資本構造が中期
的に続く。

•長期的な要因として、鉄道輸送人員
が構造的に制約される。

(2006年1月）

•1991年12月 ＡＡＡ（ＪＢＲＩ）

•2002年7月 ＡＡ+
⇒「長寿化」を伴う高齢者の増

加が鉄道経営をより難しくさ

せる

•1993年6月 ＡＡ

•1998年3月 ＡＡ-
⇒鉄道事業の収益性低下による財

務内容の脆弱化

⇒国鉄清算事業団債務の追加負担要
請による政治リスクの高まり

•1993年6月 Ａａ2

R&IS&PMoody’s

長期債務格付け
債券投資家向け追加資料


